
平成２５年度

◇総務省方式改訂モデル

平成２７年３月

大館市総務部財政課

大 館 市 財 務 諸 表 （概要版）



１．はじめに

　本市では、自治省（現在の総務省）から示された統一基準に基づき、平成１３年度から

普通会計の「貸借対照表（バランスシート）」を公表してきました。平成１４年度からは

「行政コスト計算書」、平成１５年度からは「キャッシュフロー計算書（資金収支計算

書）」を加えて公表しています。

　平成１９年度に入り、総務省から新たな基準での財務書類４表（バランスシート、行政

コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成指針が示され、平成２１年度

（平成２０年度決算）までに整備し、公表することになりました。

　本市では、総務省から示された新たな基準２方式（基準モデルと総務省方式改訂モデ

ル）のうち、早期に資産・財務情報を公表するために、既存の決算統計情報を用いて作成

できる「総務省方式改訂モデル」で財務書類を作成しました。

　これにより新しい財務書類では、一般会計、特別会計のほかに、公営企業会計や第３セ

クターなどを含めた連結ベースで作成することにより、本市が所有する全ての資産と債務

が把握でき、将来的には予算編成を含む行財政改革に活用することが可能となりました。
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２．作成基準

(１)作成の前提条件

(２)対象年度

(３)会計の対象範囲

一部事務組合・広域連合

　秋田県市町村総合事務組合

国民健康保険特別会計 　秋田県後期高齢者医療広域連合

普通会計 後期高齢者医療特別会計 　秋田県市町村会館管理組合

一般会計 介護保険特別会計

小規模水道等特別会計 介護サービス事業特別会計 地方公社・第三セクター等

休日夜間急患センター 病院事業会計 　大館市土地開発公社

特別会計 水道事業会計 　大館市勤労者福祉事業団

田代診療所事業特別会計 工業用水道事業会計 　大館市社会福祉事業団

温泉開発特別会計 下水道事業会計 　大館市文教振興事業団

奨学資金特別会計 戸別浄化槽整備事業特別会計 　㈱県北環境保全センター

都市計画事業特別会計 公設総合地方卸売市場特別会計 　㈱田代ふるさと振興公社

土地取得特別会計 農業集落排水事業特別会計 　比内町観光開発公社

公営駐車場事業特別会計

※財務諸表の数値は、合計を一致させるために端数調整を行っているので、四捨五入になっ
ていない場合があります。

平成１９年度に総務省から示された作成指針により、普通会計ベース及び連結ベースの財

務諸表4表（①貸借対照表（バランスシート） ②行政コスト計算書 ③純資産変動計算書

④資金収支計算書）を作成。

また、作成方式は、総務省から示された２方式（基準モデル、総務省方式改訂モデル）の

うち、既存の決算統計（地方財政状況調査）情報を用いて作成できる「総務省方式改訂モデ

ル」で財務書類を作成しました。

財務諸表の対象は、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までですが、出納整理

期間（４/１～５/３１）における入出金については、３月３１日までに終了したものとして

計上しています。また、バランスシートについては会計年度の最終日（３月３１日現在）を

作成基準日としています。

連結グループ

市全体(単体)
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(４)有形固定資産の評価基準

(５)減価償却

(６)総務省方式改訂モデルの耐用年数

耐用年数 耐用年数

総務費 橋りょう 60

庁舎等 50 河川 49

その他 25 砂防 50

民生費 海岸保全 30

保育所 30 港湾 49

その他 25 都市計画

衛生費 25 街路 48

労働費 25 都市下水路 20

農林水産業費 区画整理 40

造林 25 公園 40

林道 48 その他 25

治山 30 住宅 40

砂防 50 空港 25

漁港 50 その他 25

農業農村整備 20 消防費

海岸保全 30 庁舎 50

その他 25 その他 10

商工費 25 教育費 50

土木費 その他 25

道路 48

決算統計上の区分 決算統計上の区分

　実際に投下した税等の資金の運用形態を表す観点から、過去の実際の支出額で評価す

る取得原価主義（昭和４４年度から平成２５年度までの普通建設事業費から他団体等に

対する補助金・負担金を控除した額を計上。ただし、用地取得費以外の普通建設事業費

は減価償却。）で評価しています。

　償却性資産である有形固定資産の減価償却は、財務省令や地方公営企業法施行令等に

準拠した耐用年数に基づいています。償却計算は残存価額を０（ゼロ）とし、定額法に

より行っています。バランスシートに記載されている各科目の減価償却累計額の増減を

集計した金額と、行政コスト計算書に記載されている減価償却費は一致しません。これ

は、除売却された資産に係る減価償却累計額の増減があるためです。なお、土地につい

ては減価償却を行っていません。
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３．平成２５年度　大館市財務諸表

(１)貸借対照表〔バランスシート〕(平成26年3月31日現在)

普通会計 市全体 連結 普通会計 市全体 連結

1 公共資産 122,545 189,499 189,599 1 固定負債 40,135 78,308 78,436

(1)有形固定資産 122,068 185,755 185,854 (1)地方公共団体 28,889 63,450 63,450

58,348 58,348 58,348 (2)関係団体 0 0 0

31,074 31,074 31,076 (3)長期未払金 5,381 5,384 5,387

6,774 7,844 7,912 (4)退職手当等引当金 5,865 9,474 9,599

4,028 56,842 56,860

21,844 31,647 31,658 2 流動負債 4,404 8,564 8,683

(2)無形固定資産 0 3,267 3,268 (1)翌年度償還予定額 3,190 5,289 5,289

(3)売却可能資産 477 477 477 (2)短期借入金 0 650 650

(3)未払金 924 1,978 2,070

2 投資等 10,679 10,271 10,777 (4)賞与引当金 290 568 568

(1)投資及び出資金 4,101 1,261 1,261 (5)その他 0 79 106

(2)貸付金 458 462 462

(3)基金等 5,180 7,060 7,440 44,539 86,872 87,119

(4)長期延滞債権 955 1,551 1,551

(5)その他 0 0 126

(6)回収不能見込額 △ 15 △ 63 △ 63 普通会計 市全体 連結

1 公共資産等整備国県補助金等 24,506 44,407 44,407

3 流動資産 5,278 10,785 11,920 2 公共資産等整備一般財源等 91,786 103,600 103,943

(1)資金 5,194 8,924 9,894 3 他団体及び民間出資分 0 0 30

1,742 4 その他一般財源等 △ 21,804 △ 24,119 △ 22,998

(2)未収金 80 1,827 1,963 5 資産評価差額 △ 525 △ 205 △ 205

(3)販売用不動産 0 0 0 93,963 123,683 125,177

(4)その他 6 47 76

(5)回収不能見込額 △ 2 △ 13 △ 13

138,502 210,555 212,296

Ⅰ資産　  ･･･

Ⅱ負債    ･･･ 市債や退職手当引当金など将来の世代の負担となるもの

Ⅲ純資産  ･･･ 過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産

④環境衛生

学校、公園、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、投資、基金など将来現金
化することが可能な財産。

　大館市が道路、建物、お金などの「資産」をどれくらい保有していて、その「資産」を取得するた

めに、どのような財源（負債・純資産）で賄ってきたか（将来世代の負担となる「負債」と過去・現

世代がすでに負担した「純資産」）を表にまとめたものです。

　左の「資産」と右の「負債+純資産」の額は同額で釣り合い、バランスが取れた状態になるので、

「バランスシート」とも呼ばれています。

Ⅱ負債合計

(単位:百万円)

負債の部資産の部

⑤その他

②教育

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

負債及び純資産合計 138,502 210,555 212,296

 （うち、歳計現金）

Ⅰ資産合計

Ⅲ純資産合計

純資産の部

③福祉
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① 有形固定資産の内訳（行政目的別）

連結
資産額 構成比

583 31.4% 道路、住宅など

②教育 311 16.7% 学校、公民館等

③福祉 80 4.3% 福祉施設等

④環境衛生 569 30.6% 病院、下水道等

⑤その他 316 17.0%

　(産業振興) 224 12.0%

　(総務) 78 4.2%

　(その他) 14 0.7%

1,859 100.0%

② 25年度貸借対照表との比較（普通会計）

資産の部 24年度 25年度 負債・純資産の部 24年度 25年度 増減

1 公共資産 1,226 1,225 1 負債 463 445 △ 18

2 投資等 101 107 2 純資産 917 940 23

3 流動資産 53 53

1,380 1,385 負債及び純資産合計 1,380 1,385 5

③ 市民一人あたりのバランスシート

58万円 113万円

※H26.3.31現在住民基本台帳人口 77,096人 で除して算出。

275万円

　本市ではこれまでに、普通会計で１，３８５.０億円、市全体で２，１０５.６億円、連結で２，１２

３.０億円の資産を形成してきています。有形固定資産における内訳は、道路整備や公営住宅などの

「生活インフラ・国土保全」が３１.４％（５８３．５億円）と最も高く、次いで病院事業や下水道事

業などの「環境衛生」が３０．６％（５６８．６億円）と、この２つの分野で約６割を占めています。

　そのうち、純資産である９３９.６億円（普通会計）、１，２３６.８億円（市全体）、１，２５１.

８億円（連結）については、過去の世代や国・県の負担で既に支払いが済んでおり、負債である４４

５．４億円（普通会計）、８６８.７億円（市全体）、８７１．２億円（連結）については、将来の世

代が負担していくことになります。

　普通会計に比べ、市全体や連結の負債の割合が大きいのは、水道事業や下水道事業が将来の使用料収

入で資金回収することを前提として市債を活用する仕組みとなっていることに加えて、市債の償還年限

が普通会計よりも長いことが主な要因です。

　　　　　　　　  連結

180万円

122万円

5

273万円

　資産は、２４年度決算に比べ５億円増加しておりますが、基金等の積み増しなどによるものです。
　一方、負債総額は、借入金（地方債）を抑えることにより１８億円減少しており、将来世代の負担が軽
減されています。

160万円

目的

商観光施設等

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

0

備考
(単位:億円)

計

本庁舎、支所

資産合計

消防施設等

増減

(単位:億円)

△ 1

6

(単位:億円)

普通会計 市全体

162万円

113万円
〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕

①生活イ

ンフラ・

国土保全

583億円

31.4%

②教育

311億円

16.7%
③福祉

80億円

4.3%

④環境衛生

569億円

30.6%

⑤その他

316億円

17.0%

有形固定資産(行政目的別)

〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕

〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕
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(２)行政コスト計算書(平成25年4月1日から平成26年3月31日)

普通会計 市全体 連結

1. 人にかかるコスト 5,211 10,370 11,294
(1)人件費 4,807 9,507 10,431
(2)退職給付引当金繰入等 114 295 295
(3)賞与引当金繰入額 290 568 568

2. 物にかかるコスト 10,074 17,188 17,090
(1)物件費 4,416 9,383 9,264
(2)維持補修費 810 983 989
(3)減価償却費 4,848 6,822 6,837

3. 移転支出的なコスト 13,335 27,939 36,334
(1)社会保障給付 5,911 20,483 30,385
(2)補助金等 1,073 3,305 2,702
(3)他会計・他団体への支出額 6,351 4,151 3,247

4. その他のコスト △ 417 897 1,245
(1)支払利息 502 1,271 1,271
(2)その他行政コスト △ 919 △ 374 △ 26

28,203 56,394 65,963

普通会計 市全体 連結

1. 使用料・手数料等 741 741 746

2. 分担金・負担金・寄附金 379 7,745 11,451
3. 保険料 0 3,747 3,747
4. 事業収益 0 11,221 12,294
5. その他特定行政サービス 0 517 596

1,120 23,971 28,834

27,083 32,423 37,129

※H26.3.31現在住民基本台帳人口 77,096人 で除して算出。

　大館市の１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産

形成につながらない行政サービスに要したコストを性質別（1.人にかかるコスト　2.物にかかる

コスト　3.移転支出的なコスト　4.その他のコスト）に表示したものです。

　また、減価償却費など現金支出を伴わないコスト（費用）を計上することにより、これまでわ

からなかったコスト（費用）が明らかになります。

(単位:百万円)

純経常行政コスト　(Ａ)-(Ｂ)

合計　(Ａ)

合計　(Ｂ)

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト市民一人あたり 35万円 42万円 48万円

行政サービスの担い手で

ある職員に要する費用。

(市役所、消防、市立病

院他)

学校や公立保育所の運

営費、建物などの減価償

却費、公営住宅やし尿処

理施設の補修費など。

生活保護費や医療費助

成及び国民健康保険特

別会計への繰出金など。

公債費(利子分)など、上

記の3つに属さないその

他の費用。

公営住宅の家賃や、水

道・下水道料金などの収

益(受益者負担分)。
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①経常行政コスト（行政性質別）

(単位:億円)

行政性質 コスト 構成比
コスト 構成比 コスト 構成比 2 物にかかる 171 27.1%

1 人にかかるコスト 52 18.2% 113 17.1% 1 人にかかる 125 19.8%
2 物にかかるコスト 101 35.2% 171 25.9% 4 その他のコ 15 2.4%
3 移転支出的なコスト 133 46.6% 363 55.1% 3 移転支出的 321 50.8%
4 その他のコスト △ 4 - 12 1.9% 計 632 100%

計 282 100.0% 660 100.0%

②経常行政コスト（行政目的別）

(単位:億円)

コスト 構成比 コスト 構成比

1 福祉 114 40.4% 374 56.7%

2 環境衛生 35 12.5% 137 20.8%

3 生活インフラ 36 12.8% 36 5.4%

4 総務 30 10.6% 31 4.7%

5 教育 30 10.6% 31 4.7%

6 その他 37 13.1% 51 7.7%

計 282 100.0% 660 100.0%

③税等で賄わなければならないコスト（行政目的別）

(単位:億円)

コスト 構成比 コスト 構成比

1 福祉 111 40.9% 218 58.6%

2 生活インフラ 35 12.9% 35 9.4%

3 総務 27 10.0% 28 7.5%

4 教育 30 11.1% 30 8.1%

5 環境衛生 32 11.8% 16 4.3%

6 その他 36 13.3% 45 12.1%

計 271 100.0% 372 100.0%

　本市の平成２５年度の行政コスト総額は、２８２．０億円（普通会計）、５６３．９億円（市全体）、６

５９．６億円（連結）となっており、これを性質別にみると、約５割が生活保護や国民健康保険などの社会

保障給付といった「移転支出的なコスト」となっております。また、目的別では「福祉」が５割以上を占め

ており、次いで病院、水道事業などの「環境衛生」が約２割となっております。

　行政サービス利用に対する、市民のみなさんが負担する使用料・手数料などの経常収益は、それぞれ１

１.２億円（普通会計）、２３９．７億円（市全体）、２８８．３億円（連結）になります。

　経常行政コスト総額から経常収益を引いた純経常行政コストは、それぞれ２７０．８億円（普通会計）、

３２４．２億円（市全体）、３７１．３億円（連結）になり、この不足部分については、市税や地方交付税

などの一般財源や国・県補助金などで賄っています。

普通会計 連結
行政目的

行政性質
普通会計 連結

行政目的
普通会計 連結

人にかか

るコスト

113億円

17.1%

物にかかる

コスト

171億円

25.9%

移転支出的

なコスト

363億円

55.1%

その他の

コスト

12億円

1.9%

【連結】経常行政コスト(行政性質別)

福祉

374億円

56.7%

環境衛生

137億円

20.8%

生活インフ

ラ36億円

5.4%

総務

31億円

4.7%

教育

31億円

4.7%
その他

51億円

7.7%

【連結】経常行政コスト(行政目的別)

福祉

218億円

58.6%
生活インフ

ラ

35億円

9.4%

総務

28億円

7.5%

教育

30億円

8.1%

環境衛生

16億円

4.3%
その他

45億円

12.1%

【連結】税等で賄わなければならないコスト
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(３)純資産変動計算書(平成25年4月1日から平成26年3月31日)

普通会計 市全体 連結

91,690 122,709 124,367

1 純経常行政コスト △ 27,083 △ 32,423 △ 37,129

2 一般財源(市税、地方交付税など) 23,162 23,162 23,170

3 国・県補助金など 7,065 13,573 18,110

4 臨時損益 △ 714 △ 737 △ 749

5 その他 △ 158 △ 2,601 △ 2,592

2,272 974 810

93,962 123,683 125,177

純資産残高

　平成25年4月1日

　本市の平成２５年度末純資産は、９３９.６億円（普通会計）、１，２３６.８億円（市全

体）、１，２５１.８億円（連結）となっており、当期中に変動した純資産は、２３億円（普通

会計）、１０億円（市全体）、８億円（連結）各々増加しております。これは、資産のマイナス

要素である純経常行政コストを地方交付税や交付金事業に伴う補助金などの収入が上回ったこと

によるもので、この剰余額は将来世代のための蓄えということになります。

平成26年3月31日

貸借対照表に計上されている純資産（過去・現世代がすでに負担したお金）

が、平成２５年度中にどのように増減したかをまとめたものです。

期末(平成２５年度末)純資産残高

(単位:百万円)

期首(平成２４年度末)純資産残高

当期変動額

普通会計 23億円増

市全体 10億円増

連結 8億円増

普通会計

940億円

市全体

1,237億円

連結

1,252億円

普通会計

917億円

市全体

1,227億円

連結

1,244億円
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(４)資金収支計算書(平成25年4月1日から平成26年3月31日)

普通会計 市全体 連結

1,792 9,029 9,848

1 経常的収支 8,615 9,386 9,531

収入(地方税、交付金) 32,239 61,154 71,171

支出(社会保障給付、人件費等) 23,624 51,768 61,640

2 公共資産整備収支 △ 1,664 △ 1,846 △ 1,827

収入(国、県補助金、地方債等) 3,832 5,349 5,380

支出(公共資産整備費等) 5,496 7,195 7,207

3 投資・財務的収支 △ 7,001 △ 7,645 △ 7,658

収入(貸付金回収額等) 1,032 1,337 1,357

支出(地方債償還額等) 8,033 8,982 9,015

4 翌年度繰上充用金 0 0 0

△ 50 △ 105 46

0 0 0

1,742 8,924 9,894

資金残高(普通会計)

　　　１経常的収支
　　　２公共資産整備収支
　　　３投資・財務的収支
　　　　計

　大館市の１年間の資金（現金）の流れを性質別に３つに区分してまとめたもので

す。どのような活動に資金が必要であったかを表しています。

期末(平成25年度末)資金残高

(単位:百万円)

当期資金収支額

期首(平成24年度末)資金残高

（経費負担割合に伴う差額）

　　　　25年度資金収支額

　本市の平成２５年度における資金は、普通会計０．５億円減少、市全体１．１億円減少、連結０．５億

円増加しています。その結果、期末資金残高はそれぞれ１７．４億円（普通会計）、８９．２億円（市全

体）、９８．９億円（連結）となりました。

　普通会計をみると、地方税や地方交付税などの収入により経常的収支で生じた資金（現金）を、公共資

産整備や借入金の返済などに充てた結果、１年間の資金収支が０．５億円減少したことが分かります。

　なお、期末資金残高の１７．４億円は普通会計決算における歳入歳出差引額（形式収支）であり、バラ

ンスシートの「３流動資産(1)資金」の内数「歳計現金」と一致しております。

＋８６.１億円
△１６.６億円
△７０.０億円
△　０.５億円

行政サービスを行う中で、

毎年度継続的に収入、支

出されるもの

学校、道路などの資産形

成に支出されるもの

投資、貸付金などの収入、

支出や、市債の借入、償

還など

期首資金残高（前年度からの繰越金） １７．９億円

期末資金残高（翌年度への繰越金） １７．４億円
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４．財務諸表からわかること

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

　トを負担しなければならないことを意味します。

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

　1.00に近いほど安全性が高いといえます。

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   1.00

差
0.34

0.30

36.8%
36.8%
15～40%

0.30
0.32

(5) 安全比率（＝（総資産－有形固定資産）÷負債）

2.9%
-1.5%
-1.6%

-0.1%
-0.5%
-0.5%

平成25年度 平成24年度 差
26.3%

0.5%

平成25年度 平成24年度 差
74.8%

65.3%
66.0%

50～90%

平成25年度 平成24年度
66.5%
57.6%

67.8%
58.7%
59.0%

73.7%

平成25年度 平成24年度
50.5%

70.2%
47.4%

(1) 純資産比率（＝純資産÷総資産）

0.37
0.29

36.3%
15～40%

(4) 社会資本形成の将来世代負担比率（＝地方債（翌年度償還予定地方債を含む）÷公共資産）

　　有形固定資産に含まれる道路・河川等のインフラ資産は経済的取引にはなじまない資産ですの

(3) 社会資本形成の過去及び現世代負担比率（＝純資産÷公共資産）

　来世代が公共資産の形成コストを負担しなければならないことを意味します。

26.2%
36.3%

　　公共資産のうち、どの程度が正味の資産であるかを表す指標です。この指標が高ければ過去及
　び現世代が公共資産の形成コストを負担したことを意味し、反対に低ければ将来世代がそのコス

76.7%

　　資産のうち、どの程度が正味の資産であるかを示しています。この比率が高いほど財政状況が
　健全であるといえます。

差
1.3%
1.1%
1.2%

1.00

　で、有形固定資産を除いた資産でどれぐらい負債をカバーできるかを表す指標です。この指標が

平成25年度 平成24年度

　　公共資産のうち、どの程度が地方債に依存しているかを表す指標です。この指標が高ければ将

　　財務の安全性もしくは健全性を表す指標の一つで、資産のうち、どの程度借入金に依存してい
　るかを示すものです。この比率が低いほど財政状況が健全であるといえます。

60%程度

(2) 負債比率（＝負債÷純資産）

57.8%
60%程度

73.0%
40%程度

-3.1%
-3.5%
-3.4%

差

69.6%
40%程度

64.7%
65.5%
50～90%

1.9%
0.6%
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(6) 受益者負担比率（＝経常収益÷経常行政コスト)

普通会計
市全体※
連 結 ※ 　
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

(8) 行政コスト対公共資産比率（＝経常行政コスト÷公共資産）
　　行政コストの公共資産に対する比率をみることで、公共資産がどれだけ効率的に運用されてい
　るかなどを分析することができます。

普通会計
インフラ
教育　　
福祉　　
環境衛生

市 全 体
インフラ
教育　　
福祉　　
環境衛生

連 結
標 準 値

(9) 行政コスト対税収等比率（＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入））

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

34.8%
10～30%

9.9%
189.4%
3.8%
34.8%
10～30%

9.9%

-11.7%
-0.1%
0.1%

12.4%

29.8%
6.7%
10.0%
201.8%

-0.1%
0.0%

10.0%

3.7%

84.9%

平成25年度 平成24年度 差
24.0%
6.7%

-1.0%
0.0%

10.0% 0.1%

50.4%
44.5%
－

30～50%

49.1%
43.2%
－

30～50%

1.3%
1.3%
－

0.47
0.50

※病院事業、水道・下水道事業など使用料等を徴収する事業が含まれるため。

平成25年度 平成24年度 差

2.5%
41.4%
43.2%
2～8%

1.5%
1.1%
0.5%

連　　結

平成25年度 平成24年度 差

　　耐用年数に比べて資産の取得からどの程度経過しているのかを表します。100%に近いほど老朽
　化が進んでいるということになります。

88.3%
89.9%

90～110%

94.2%
94.4%

90～110%

-5.9%
-4.5%

　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率をみることにより、純経常行政コストに対しどれ
　だけが当年度の負担で賄われたかがわかります。

89.6%
平成25年度 平成24年度 差

97.6% -8.0%

96.6%
29.9%
6.6%

0.1%

160.6%

2～8%

(7) 資産老朽化比率（＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額））

　　行政コストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担している割合を表します。

4.0%
42.5%
43.7%

※地方債償還額等充当交付税見込額を考慮した安全率

平成25年度 平成24年度

0.60
0.49
0.52

0.71

6.7%
23.0%

150.6%

普通会計
市 全 体
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普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   3～9年

　　地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す指標で、借金の
　多寡や債務返済能力を測る指標です。

5.7年
9.0年
8.8年

平成25年度 平成24年度 差
5.7年
9.1年
8.9年
3～9年

0.0年
-0.1年
-0.1年

(10) 地方債の償還可能年数（＝地方債（翌年度償還予定地方債含む）÷経常的収支（地方債発行
　　及び基金取崩額を除く））
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５．用語解説

　(１)貸借対照表(バランスシート)

① 有形固定資産 ・・・・・

② 投資等 ・・・・・

③ 資金 ・・・・・ 歳計現金や普通預金など。

④ 未収金 ・・・・・ 税や使用料などの未収金。

　(２)行政コスト計算書

① 他会計への移転支出 ・・・・・ 特別会計への繰出金などの支出

② 社会保障関係費等移転支出 ・・・・・ 生活保護費など。

③ 純経常費用 ・・・・・

　(３)純資産変動計算書

① 期首資産残高 ・・・・・ 前年度末の純資産の額。

② 純経常行政コスト ・・・・・

       

　(４)資金収支計算書

① 経常的収支 ・・・・・

② 公共資産整備収支 ・・・・・ 公共資産の整備にかかる収支。

③ 投資・財務的収支 ・・・・・ 地方債の元利償還、発行額の収支等。

公共サービスに供されている資産で、
学校や道路など。

有価証券や出資金など将来的に資金と
なるもの。

総行政コストから経常業務収益を引い
たもの。

経常的な行政活動の収支で、公共資産
整備収支及び投資・財務的収支には含
まれないもの。

経常行政コストの総額から、受益者分
担金・負担金等の経常収益を差し引い
た額。行政コスト計算書により算定さ
れる。
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